
   川崎市水洗便所設備費助成に関する条例第２条第２項に規定する相当の

事由等について定める要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、川崎市水洗便所設備費助成に関する条例（昭和３６年川

崎市条例第２０号。以下「条例」という。）第２条第２項に規定する相当の

事由等について定めるものとする。 

 （相当の事由） 

第２条 条例第２条第２項の相当の事由は、別表のとおりとする。 

 （理由書） 

第３条 条例第２条第１項に規定する期間を超える場合において、同項に規定

する助成金の交付を受けようとする者又は川崎市水洗便所改造資金等融資あ

っせん要綱（平成２６年４月１日川上サ営第７３３号。以下「要綱」とい

う。）第７条第１項に規定する融資のあっせんを申請しようとする者は、上

下水道事業管理者に理由書（別記様式）を提出しなければならない。 

２ 前項の理由書は、川崎市水洗便所設備費助成に関する条例施行規程（平成

２２年川崎市水道局規程第６０条）第２条第１項又は要綱第７条第１項に規

定する申請書と同時に提出しなければならない。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年１２月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に行った条例第４条の規定又は要綱第７条第１項の

規定による申請に係る手続については、なお従前の例による。 

別表（第２条関係） 



相当の事由 具 体 例 

１  経済的

理 由 （ 資

金 調 達 が

困難） 

（１） 経営（商売）の不振のため。 

（２） 持ち家が多いため。 

（３） 高齢世帯のため。 

（４） 家、職場のローンその他の負債があった。 

２  技術的

理 由 （ 排

水 管 の 布

設 が 困

難） 

（１） 家屋、物置等既存の構造物が障害になっていた。 

（２） 取付管までに障害物があった。 

（３） 高低差の関係でポンプアップが必要だった。 

（４） 敷地が狭く工事に支障があった。 

３  権利関

係 上 の 理

由 （ 土

地 ・ 家 屋

に 関 す る

係争等） 

（１） 隣地との境界問題があった。 

（２） 地主との調整に時間がかかった。 

（３） 私道の権利者内での調整に時間がかかった。 

（４） 家賃等で借家人との調整に時間がかかった。 

４  その他

特 別 な 理

由 （ 建 替

え 、 公 共

事 業 、 相

続等） 

（１） 建替え、移転、改築、解体、売却等の予定があっ

た。 

（２） 公共事業用地として買収等の計画があった。 

（３） 相続等で下水処理開始の日以降に家屋を取得し

た。 

（４） 浄化槽が新しかった。 

（５） 長期不在だった。 

（６） 賃貸住宅が空き家のままだった。 

附 則 



 （施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正前の川崎市水洗便所設備費助成に関する条例第２条第

２項に規定する相当の事由等について定める要綱の規定により調製した帳票

で現に残存するものについては、当分の間、必要な箇所を訂正した上、引き

続き使用することができる。 



　受　付　　　　・　　・

　　　　　　　第　　　　　号

住　　　所

氏　　　名

電　　　話

　告示後３年以内に改造できなかった理由（具体的に記入してください。）

　調　査　事　項

□ 経済的理由 □ 技術的理由

□ 権利関係上の理由 □ その他特別な理由 に該当

告示年月日

　　　・　　・

条例第２条第２
項相当の理由

調査事項

（宛先）川崎市上下水道事業管理者

理　　由　　書

別記様式（第３条関係）

水栓番号

コード番号

種別

決　裁　欄

排水設備
指定工事店

区 日 号

　　　年　　　月　　　日　

調査第　　　　　号適用第　　　　　号
水洗化台帳


